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なる。
(19)KOTRA、 『北韓 ニ ュース ・レター』1998年10月 号 、18～19頁 。
(20)同 日、 この他 に も、著作権 法 と閾門法 とが それぞれ制定 され た。
(21)加 工貿易 法第1条 。
(22)労 働 新 聞、2001年1月4日 字;統 一部情 報分 析局 『週刊 北韓動 向』 第521
号(2001.1.6.～1.12.)、12～13頁 。
(23)対 外 開放 とと もに取 った改 革措 置 と して代 表 的 な ものが 、2002年1月 か ら施
行 され た、いわ ゆる 「経済管 理改善措 置」 であ る。 この措 置 の核心 的 な内容
は、価 格及 び賃 金 の引 上 げ と経営 自律権 の強化 であ る。今後 、如何 な る成果
を上 げるかが関心 の対象で ある。
(24)開 城 工業地 区法 第3条 。
(25)開 城 工業地区法第24条 及 び金剛 山観光地 区法 第12条 。
※この研 究 は、慶 南 大学校 か らの研 究 費 の支援 によ り行 った ものであ る。 なお 、
韓 国文 の訳 に際 しては、郷 田正 萬,李 乗爽両教授 にお世話 になった。感謝 す る
次 第であ る。
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求 め られ る。
(1)韓 国で は、 「北朝鮮」 の ことを 「北韓」、韓 国の こ とを 「南韓」 と称 してい る。
本稿 におけ る本文 では 「北朝鮮 」 と表記 す るが 、文献 について は 「北韓」 と
表記す る ことにす る。
(2)原 題 は、社会 主義憲法(1992年4月9日 最 高人民会議 第9期 第3次 会議 にお
いて採択 された もので あ る)と いい 、全文7つ の章 に171の 条文 となって い
る。
(3)1998年9月5日 に改正 された 同憲 法 は、序文 及 び全 文7つ の章 に166の 条文
となっている。
(4)大 安 の事業体系 とは、1961年 、金 日成主席 が大安 の電気 工場 を訪 れた際 、現
地指 導 した内容で、工場 や企業所 で の管理体 制 を支 配人 中心体 制 か ら党 中心
体 制 に移行 したこ とをい う。 これ に よって、党委員 長が実務 責任者 であ る支
配人 を支配す る ことが で きるようになったのである。
(5)「 民 主朝鮮」1997年3月1日 参照。
(6)張 明奉 「北韓社 会主義憲法 の背景 ・内容 ・評価 」韓 国公 法学会 第79回 学術 発
表論文 、27頁 。
(7)合 営 法 の解 説 に につ い て は 、法 制処 編 『北 韓 法 制 概 要 』(法 制処1992)
608-626頁 。
(8)中 国の 「中外合資経 営企業 法」 は、1979年7月1日 、 第5期 全 国人民代 表会
議 第2次 会議 で採 択 した中国最初 の外 国人投資 関連法 で、全部15の 条文 とな
ってい る。
(9)1999年 に も一部改正が行 われた。
(10)合 営法第3条 。
(11)合 営法 第2条 。
(12)合 営 法第47条 。
(13)統 一院情報分析室 、『週刊北韓動向』第95号('92.10.10～10.24)4頁 。
(14)1991年 度の貿易総 額 は、前年 度対比57%減 とな った27億2千 万 ドルで、経 済
成長 率 は、1990年 度 の 一3.7%よ りも下落 した 一5.2%と なった。統 一院 『北
韓概 要』(統 一院1992)224～230頁 。
(15)こ の改 正 の時、 「自由経 済 貿易地 帯法 」 にお ける 「自由」 の文言 が削 除 され
た。
(16)http:〃www.kotra.or,kr/nk/参 照。
(17)1998年8月 末現在 、57つ の対外 経済 開放 関連法令 を制定 した。統一部 『北韓
の外 国人投 資関連法規 集』(統0部1998)参 照。 なお、 「統一部」 は、金大
中政府 に入 り、組織 改編 によって 「統一 院」 か ら変 わ った名称 である。
(18)合 作 企業 の場合 、投資 は合 営企業 と外国投資 者 と北朝鮮 側 のパー トナー とが
共同です るが、生産 と経 営 は北朝 鮮側 のみが行 うとい う点 で、合営企 業 と異
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ば な らないか らで ある。成功 の可 能性 を高 め るため には、事業 当事 者の
み な らず政府 の レベ ルで も、南北 当局 が競 争力 のある環境作 りに積極 的
に取 り組 んで行 か なければな らない。
1V。 結 び に
以 上 で考 察 した よ うに、北朝鮮 は、1984年 の 「合営 法」 の制定以 降、
経 済 開放 政策 を推進 す るため に、多 くの法制 を着 々 と整備 して きた。少
な くとも・対外 経済 開放 に関す る法 制度 に限 ってい えば、北朝鮮 の如何
なる もの よ りも、詳 しく且 つ洗練 された もの であ る。その対象が外 国人
で ある点で、 む しろ当然 であ ろ う。 しか し、外 国投資家 の立場 か らは依
然 と して期待 に沿 う もので はなか った。 その結 果、す で に考 察 した よう
に、憲法改正 をは じめ とす る経済 特 区の指定 な ど、そ れな りの経 済政策
は推進 して来 たが、活発 な法 制度 の整備 に比べ て現 実的 な成果 を もた ら
してない。
こ う した現 象 は・ 中国やベ トナ ムの ような社 会主義 とは違 い
、北朝鮮
特有 の一 人独裁体 制 の維持 とい う内在 的制約 に よって、 それだけ柔軟性
が限 られ るか らであ る。一 方、悪 化 してい く経済 をその まま放置す る こ
とも・ やは り体 制崩壊 につ なが る原 因にな り得 る ところ に
、北 朝鮮支 配
層 の悩 みが ある。 しか し、対 内的改 革の ための 「7.1経 済管理改善措置」
と対外 的開放 のための 「新義 州特別行政 区」 の指定等 は、過去 の制度 や
方法 に よっては・崩壊 寸前 にあ る経 済 を建 て直せ ない とい う重 い認識 の
結果 による ものでは ないか とい う推 測 も可能で あろ う。
極 めて政治 的 な社会で あ る北 朝鮮 では、法律 の占め る役 割 は、法 の支
配原 則が 支配す る 自由民主主義社 会 と比べ て極 めて制 限的で あるけれ ど
も・経 済 開放 との関連 で、外 国 人 に与 え うる基本 的 な最小 限の信頼 は関
連法規 以外 にはない。従 って、北朝鮮 が外資 誘致 のための 開放政策 を持
続 す る限 り・新 しい立 法が引 き続 き生 れ ざるを得 ない。 したが って北朝
鮮 の対 外経 済開放 関連法 制 は、依然 として北朝鮮 の 開放政策 を評価 す る
最 も重 要 な尺度 にな らざる を得ず 、 これ に対 す る継続 的で綿密 な検討 が
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って明 らか になるであ ろう。そ うい う点で、 同基本法 は、 開放へ の意志
を新 しい形で見せ よ うとす る もの とい え よう。 いずれ にせ よ、同特 区が
成功 す るため には、法制 の整備 も当然 であ るが、外資誘致 に必 要 とされ
る港湾 、電力 、道路等 々の基本 的 イ ンフラ と優秀 な労働 力の供給 が何 よ
り必 要且 つ重要 であ ろう。従 って、 当局 としては、資 本主義体制 の長所
を生か した法制 の整備 や経営環境 の助 成 に力 を入 れ なが ら、同基本法 の
精神 が損 なわない ように努 め るべ きであ ろ う。
(2)金 剛 山観光地区法 と開城工業地 区法
北朝 鮮 は、新義州特 区 を指定 してか ら僅 か2ヶ 月で、 また新 た に特殊
な2つ の法律 を制定 した。最高 人民会議 常任委 員会 は、11月13日 に、全
文29の 条文及 び附則3つ とな ってい る 「金 剛 山観光地 区法」 を、 また11
月20日 には、全 文5つ の章 に46の 条文及 び3つ の 附則 となってい る 「開
城工業地 区法」 を、それぞれ採択 した。 この2つ の特 区 は、その主 たる
協力対 象が韓 国であ るこ とを明 らか に してい る点が、 これ までの その他
の特 区や 開放 関連法制 とは違 うところであ る(24)。しか し、 この2つ の特
区法 は、韓 国の大手企業 の一つで ある現代㈱ が、す で に開発業者 として
選定 されてい る中で制定 した ものであ る。法律 の草案 も現代㈱側 に よっ
て作 成 され るほ ど、初め か ら事業 当事 者 間で緊密 な協 調 の下 で進 めて き
た。そ のため、韓国人 も地 区管理 機関 の運用責 任者 になれ る ようになっ
てい る㈱ 。北 朝鮮側 の譲歩 ともい うべ きこう した措 置 も、特 区の成功 の
ため には譲 る しか ない不可避 な措置 であ ったに違い ない。いず れ にせ よ、
この二つ の特 区の設 置 に よって、今 後の南北 間の経 済協力 は、単 なる交
易 レベ ルか ら投 資 レベ ルに まで格 上 げす る こととな った。 また、民族経
済共 同体構想 の契機 と もな った とい う点 にお いて も、大 きな意 義が ある
と言 え よう。
しか し、 これ らの特 区政策 が果 して成功 す るか どうか は、依然 として
不透 明であ る。 とい うの は、 まだ実践 に伴 う数多 くの施行 法令 の制定 も
されず、経済 的妥 当性 に関す る問題 につい て もよ り綿密 に検討 しなけれ
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開城 工業地 区の設置 がそれで ある。 これ らの特 区 は、体制維持 の ため の
消極 的且つ 防御 的開放 を狙 った過去 の もの に比べ 、外 国投 資者 の立場 を
考慮 に入れ た よ り積極 的で且 つ果敢 な開放 とい う点 で、一応高 く評価 さ
れ ている。 しか し、 これ らの新 しい特 区につい ては、 関連特 区の基本法
以外 に、 まだ何 の法令 も設 けてい ない状 況 にあ る。今後 、設け られ るで
あろ う施行法令 に注 目が集め られてい る。 とい うの も、北朝鮮 の改 革 開
放へ の評価 は、 その法令 に盛 り込 まれた内容次第 で相 当異 な りうるか ら
で ある。以 下、 これ ら特 区の基本 法 につ いて考 察す るこ とに したい。
(1)新 義州 特別 行政区基本 法
北朝鮮 は、2002年9月12日 の最 高人民会議常任委員 会の政令 を通 じて、
新 義州市 を 自由貿易 が可能 な特 別行 政 区 に指定 し、経済 開放 の ための実
践 的意志 を内外 に よ り鮮明 に打 ち出 してい る。新 義州特 区の運営 に関す
る基本 法で あ る 「新 義 州特別行 政 区基本法 」 は、全文6つ の章 に101の
条文 、及 び4つ の附則 となってい る。 この基本法 の核 心 は、 同特 区 に一
国両体制 の 開発方 式 を志 向す る とい うもので あ り、 このモ デルは中国の
香 港型 と言 われて いる。
「新 義州特 別行政 区基本 法」 に よれば 、同特 区 は、 中央政府 が直接 コ
ン トロールす る羅津 ・先鋒 の場合 と違 い、外 交 、軍事 を除 いては独 自の
立法権 、司法権 、行 政権 を持 つ こ とにな ってい る。(第2条)。 す なわ ち
同特 区 に対 しては、その他 の地域 とは違 い、特 殊行 政単位 と しての独立
的地位 を与 えて いるのであ る。従 って、同特 区は、予算 の編成 や貨幣金
融政 策 も独 自に取 る こ とがで きる し(第23条 、第27条) 、 また同特 区 に
お いては、個 人 の私有 財産 の保 護 は勿論 、資本 主義社会 で許容 される個
人の基本 権 まで も保 障 され る(第17条 、第42条)。 こう した破 格 的措 置
は・同特 区 を国際的 な金融 、貿易 、商業 、工 業 、先端化 学 、娯 楽、観光
地区 と して開発 しようとす る狙 い に よる もの とい え よう(第13条) 。
ただ 「新義 州特別行 政区基本法」 は、 まさに同特 区の憲法 に当たる も
のであ って、その具体 的な特 徴 について は、施行法令 であ る下位 法 に よ
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を導入す る一方 、羅津 ・先鋒地域 の経済特 区 を設 置 したのであ る。 この
経済特 区の設置 につ いては、 中国 の成功 的 な開放政策 に大 き く影響 され
た こ とは言 うまで もない。それ に もかか わ らず 、外資誘 致 は期待 に遥 か
に及 ばない ものであ った。1997年 末現在 の羅津 ・先 鋒地域 に対 す る外 国
人投資契約 は、111件 に約7億5,077万 ドル となってい るが、 その 中で実
際 に実行 され たの は、77件 に6,242万 ドル に過 ぎなか った(19)。また 、平
壌 ・南浦 な ど、羅津 ・先鋒経 済特 区以外 の地域 に対 して も、韓 国 をは じ
め とす る外 国人投資 も遅々 と して進 まなか った。 その 中で も、相対 的 に
活気 を見せ たのは加工貿易 であ った。
この ように、北朝鮮 で は外 国投資 企業 に よる経 済活動 よ りは、 む しろ
加工貿易 による交易が主 た る地位 を占めてい たに もかか わ らず 、その根
拠法 す ら も設 けていなか った。 ただ、羅津 ・先鋒経済貿 易地帯 での加工
貿 易 を規律 す る 「自由経 済貿易地帯加工 貿易規定」 が1996年 に制 定 され
てい るだけであ る。従 って、北朝鮮 にお ける これ まで の加工 貿易 は、専
ら当事者 間の純粋 な契約 に基づ い て行 われてい た とみて よい だろ う。 そ
こで、2001年4月5日 の最高 人民会議 において、全文5つ の章 に42の 条
文 となってい る 「加工 貿易法」 を制定 したので ある⑳。 これで、羅津 ・
先鋒 地域で ない平壌 ・南 浦 ・新義 州等 にお いて も、加工貿易 がで きる よ
うな法的根拠 が与 え られ る こととなった。 この法律 の制定 は、 い うまで
もな く、加工 貿易 の活性化 を通 じて外貨 の獲得 とともに、対外 経済交流
の活性化 を狙 った もの と見 るこ とがで きよう⑳。
4.「 新思考」論 に基 づ く特 区型 の開放制度(第3段 階)
その 間、様 々 な法 制 を整備 して きた に もか か わ らず 、依 然 と して羅
津 ・先鋒経 済貿易地帯 での外 資誘致 は遅 々 と して進 まず、 また景気 沈滞
も続 い てい た。 こう した状 況 か ら抜 け 出るため に導 入 したのが、他 な ら
ぬ 「新 思考」(22)に基づ く改革 開放 政策 で あ る(23)。この政策 は、外 資誘 致
に失敗 した もの とされる羅津 ・先鋒経済貿 易地帯 のモデル とは異 なる新
しい形 の特 区 と して注 目 され る。新 義州特 別行政 区、金剛 山観光 地 区、
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定 」(1129.)、 「外 国 人投 資企 業 労 働 規 定 」(12.30.)等 が 制 定 され た 。
1994年 に は 、1984年 の 「合 営 法 」 の 全 面 改 正 に よ るr改 正 合 営 法 」
(1.20.)を は じめ 、 「改 正 民 事 訴 訟 法」(5.25.)、 「自由経 済貿 易 地 帯外 国
企 業 常 住 代 表 事 務 所 規 定 」(2.21.)、 「外 国 投 資 企 業 及 び外 国 人 税 金 法 施
行 規 定 」(2.21.)、 「外 国 人企 業 法 施 行 規 定 」(3.29.)、 「貿 易 港 規 定 」(4 .
28.)、 「自由貿 易 港 規 定 」(5.25.)、 「自由経 済 貿 易 地 帯 外 国 人 滞 留 及 び居
住 規 定」(6.27.)、 「為 替 管 理 法施 行 規 定 」(9,7.)、 「土 地 賃 貸 法 施 行 規 定 」
(12.28.)、 「外 国投 資 銀 行 法 施 行 規 定 」(12.28.)等 が制 定 され た。
1995年 に は、 「公 証法 」(2.2.)、 「対 外 経 済 契 約 法 」(2 .22.)、 「保 険 法 」
(4.6.)、 「対 外 民 事 関 係 法 」(9.6.)等 とい っ た対 外 経 済 法 制 の み な らず 、
「自 由経 済貿 易 地 帯 税 関規 定 」(6.28.)、 「合 営 法施 行 規 定 」(6 .28.)、 「合
作 法 施 行 規 定 」(12.4.)、 「自由 経 済 貿 易 地 帯 中継荷 主代 理 業 務 規 定」(7
13.)、 「自 由経 済 貿 易 地 帯 建 物 譲 渡 に関 す る抵 当規 定」(S .30.)、 「外 国 人
投 資 企 業 簿 記 計 算 規 定 」(12.4.)の 制 定 が あ っ た 。
1996年 に は 、 「外 国 人 投 資 企 業 名 称 制 定 規 定 」(2 .14.)、 「外 国投 資 銀
行 簿 記 計 算 規 定 」(7.15.)、 「外 国 人 投 資 企 業 簿 記 検 定 規 定 」 等 が 制 定 さ
れ た 。
また1999年 に は、1998年 の 憲 法 改 正 に よる政 府 組 織 の 変 化 を反 映 し且
つ 中央 政 府 の指 導 管 理 を強 化 す る た め に、 最 高 人 民 会 議 常任 委 員 会 にお
い て 、 政 令 で もっ て 「外 国人 投 資 法」、 「自由経 済貿 易 地 帯 法」(}5}、「外 国
人 企 業 法 」、 「合 作 法 」、 「合 営 法 」、 「外 国 投 資 企 業 及 び外 国 人 税 金 法 」、
「外 貨 管 理 法 」、 「外 国投 資 銀 行 法 」、 「土 地 賃 貸 法 」 な どの9つ の 法 律 改
正 が あ り、 同 年5月 ま で に 内 閣 決 定 で 「外 国 人投 資 企 業 労 働 規 定 」 な ど
の5つ の規 定 改 正 が あ っ た⑯ 。
この よ うに 、北 朝 鮮 は 、外 資 誘 致 関 連 法 規 の施 行 の ため に、 後続 規 定
の制 定 や 既 存 法 規 の 改 正 作 業 等 を通 じて 、 投 資 関連 法規 を着 々 と整 備 し
て行 っ た(17)。
第2段 階 の特 色 は 、外 資 誘 致方 法 の 多 様 化 と自 由経 済 貿 易 地 帯 とい う
経 済 特 区 の導 入 で あ っ た。 す な わ ち 、合 営 の ほ か に、 合 作(18)、単 独 投 資
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ものが 殆 どで あった(13)。こ うした結 果 を反映 す るか の ように、外 国か ら
の投資 不足や対外貿易 の低 迷等 によって、北朝鮮経 済 は益 々窮 地 に追 い
込 まれ るこ ととなった。
こ う した こ とか ら、 この第1段 階 は、外資誘 致の ための基本法 さえ も
整 っていない状 態 で、成功 した と評 され る中国のモ デル を躊躇 な く採 り
入 れ、実験 を行 う単 なる模 索段 階 と言 えよ う。
3.自 由経 済貿易地帯の設置 と外 国人 投資法制の整備(第2段 階)
ベ ル リンの壁 の崩壊以 降 にお ける東欧 の社 会主義諸 国及び ソ連邦 の解
体 とい う一連 の出来 ことは、社 会主義諸 国 に依 存 していた北朝鮮 の対外
貿易 を急激 に悪化 させ 、 もって経済 は益 々苦境 に追 い込 まれ る こ ととな
った(14)。北 朝鮮 と して は、最悪 の状態 にある国内経 済 を立て直す ため に
は、 よ り積 極 的 な外資 誘致が何 よ りの先決課題 であ った。 しか し、抜 本
的で且つ大幅 な法 制整備 な くして、 ただ既存 の 「合 営法」 のみで、 こう
した課題 の解決 を期待 す るのは到底無 理 な状況 であ った。
そ こで北朝鮮 は、90年 代 に入 って、1991年12月28日 の政務 院決定 第74
号 において、羅津 ・先鋒 地域 を経済特 区 に指 定す る 「自由経済貿易 地帯
を創 設す る ことに対 して」 の採 択 を皮切 りに、経 済開放 の措置 を次 々 と
取 って いった。前述 した ように、1992年 には憲法 の改正が あ り、経済 開
放 を歌 った憲法 第37条 は外 国人投資 関連法制 の根 拠 となった。 この改正
憲法 に基づ い て、外 国人投 資 関連 の基 本法 で ある 「外 国人投資 法」 が、
1992年10月5日 の 最高 人 民会 議常 設 会議 の決 定 にお い て、 「合作 法 」、
「外 国人企業 法」 とともに制 定 され た。続 いて、1993年1月31日 の 同会
の決定 におい ては、羅津 ・先鋒 の 「自由経 済貿易地帯法」が制定 された。
その後 、 これ らの法律 の施行 の ため に必 要 な規定 と施行細 則等 を初 め 、
関連法制 の大 幅 な整備が為 されていた。それ を順 次紹介す る と、
1993年 には、「外 貨管理法」(1.31)、 「外 国投資企業 及 び外 国人税金法」
(1.31.)、 「地下資 源法」(4.8.)、 「土地賃貸法」(10.27.)、 「税 関法」(11.
17.)、 「外 国人投資銀行 法」(11.24.)、 「自由経 済貿易 地帯外 国人 出入規
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に倣 った ものであ り(8)、最高 人民会議 第7期 第3次 会議(1984.1 .25.～
27.)に お い て 「南 々協 調 と対 外経 済事 業 を強化 しなが ら、貿易 事業 を
よ り一層 発展 させ るこ とに対 して」、 とい う文 献の採択 に基づ いてい る。
同法 の制定 に伴 い、 「合営 法施 行規則」、 「合営 会社所 得税法」、 「外 国人
所 得税法」、「合 営会社所 得税法細則」、「外 国人所得 税法細則」等 が1985
年 に次 々 と制定 され るこ ととなった。
合営 法 は、その後 、90年 代 の 開放拡 大政策 に合 わせ て1994年 に全面改
正 となった(1994。1..20.)。1984年 の合営 法 は、全 文5つ の章 に26の 条
文 とな ってい たが、1994年 の合 営法 は、全文5つ の章(第1章;合 営法
の基本、第2章;合 営企業 の創設 、第3章;合 営企業 の機構 と経営 活動 、
第4章;合 営 企 業 の決算 と分 配 、第5章;合 営 企業 の解散 と紛争 解決)
に47の 条文 で、 よ り詳細 に規定 されてい る(9)。
合 営企 業 は、外 国人投 資家 と北朝鮮 側 のパ ー トナーが共 同で投資 し、
且つ共 同で経 営す る方式 を取 ってお り、利益 は持分 に応 じて分配す るが 、
損 失 は出資額 の範 囲内 で持分 に応 じて共 同で負担す る有 限責任 を負 う形
となっ てい る。合 営 の分 野 につ い て は、科 学技術 、工 業 、建 設、 運輸
等 々 、特 に制限 は ないが(10)、その場所 につい ては、原則 と して羅津 ・先
鋒 自由経済貿易 地帯 でのみ設立す るこ とが で きる としている。 ただ、 ど
う して も他 の地 域で の設立 を余儀 な くされ る場合 は、例外 と して認 め ら
れてい る(11)。また、紛争 があ った場 合 には、第3国 の仲裁機 関 に よる仲
裁 も許 容す るな ど(12)、会社経 営 について、 かな り詳細 な規定 を設 けてい
る。
この ように、合営法 の制 定 に よる外資 誘致へ の試 み は、 当時 の措 置 と
しては、画期 的(epochmaking)な 出来事 であ った。 しか し、体制維持
の ため に取 らざるを得 なか った閉鎖 的経済社 会 システムや イ ンフラの不
足 等 に見 られ る ように、 その受 入態 勢 さえ もろ くに整 ってい なか ったた
め・所期 の成 果 を上 げる こ とはで きなか った。1991年 末現在 の外 資誘致
は、在 日朝鮮 人総連 系 の在 日僑 胞 を含 めた100件 余 りの合営契 約 で、約
1億5千 万 ドルの投 資 が全 てで 、 しか もせ いぜ い総連 企業 との小規模 の
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羅津 ・先鋒 自由経済貿易 地帯 を創設 して西側 の資本 と技術 を導 入 し、経
済 回生の機iにしようとす る努力 をや って きた。 したが って1998年 になっ
て、 ようや く憲 法 に特 殊経済地帯 の創設 に関す る文言 を置 い たのは、法
制 的観点 か ら見 た場合、 やや機 に遅 れた感 があ る。 しか し、北朝鮮 にお
ける法律 の運用実態 か らみて、憲法 に基づ か ない運用 の場合 も多 く、 こ
の こ とか らすれ ば、遅 れ馳 せ なが ら も特 に 「特殊経 済地帯 の創設 」 に関
す る文 言 を置 いたのは、今後、羅津 ・先峰 の場合 のみ な らず 、多様 な形
の特 区設置 を念頭 に置い た ものであ り、 また よ り一層 の経済 開放政策 を
とるこ とを内外 に示 め した ものであ る と見 る ことがで きる。
皿.外 国人投資に関する法制の整備
1.概 観
北朝鮮 の外 国人投資 に関す る法制 の整備 は、お よそ3段 階で進め て き
た。 第1段 階 は、「合 営 法」(1984年)の 制定 か ら第2段 階 とされ る羅
津 ・先鋒 自由経 済貿易 地帯 の指定(1991年12月)前 までで、対 外 開放 を
慎 重 に模 索 す る時期 で あ る。第2段 階 は 、「新 義 州特 別行 政 区 基本法 」
(2002年9月)の 採択 前 までで 、外 国人投資 に関す る法整 備 も活発 に行
われた時期 であ る。 この時 に、前述 した1992年 と1998年 の憲法改 正 も行
われた。 しか し、依然 として大 きな変化 は見 られなか った。第3段 階 は、
「新義州特別行 政区基本法」 の採 択 とと もに始 まる。その後、 「金剛 山観
光 地区法」、 「開城工 業地 区法」 が次 々 と採択 され た。 これ らの一連 の措
置 は、 これ までの法制措置 とは全 く異 な った新 しい試 みで あ り、 これ よ
り北朝鮮 の経 済 開放 は よ り加 速化す る もの とみ られ、今後 その帰 趨が注
目される。前述 した3段 階 を中心 に考 察 してみ たい。
2.合 営法の制定 による開放 の模 索(第1段 階)
前 述 した よ うに、北朝 鮮 の経 済 開放 に関連 して取 った最初 の措 置が 、
「合営 法」(7)(1984.9.8.)の 制定 であ る。 この法律 は、1978年 以降、積極
的 な改革 開放政 策 を取 って きた 中国の1979年 の 「中外 合 資経営企 業 法」
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こ こにお い て は、社 会 ・協 同 団体 の所 有 で きる もの と して、 「農 機 具」
を 「農 機械 」 に、 「漁 船」 を 「船 」 に変 え る と ともに、 「使 役 動物」 と
「建 物」 が削 除 され た。 これ に よって、社 会 ・協 同団体 は、単 な る漁船
のみ な らず 、貨物船 、旅 客船 な どの所有 も可 能 となった。 また農機械 で
ない農機具 や使 役動物及 び建物 につい ては、社 会 ・協 同団体 で ない個人
も所有 で きる もの と思 われ る。
(4)対 外貿 易主体 の拡 大
第36条 にお いては、「朝鮮 民主主義 人民共和 国 にお いて、対外貿 易 は、
国家又 は国家の監督 の下で これ を営 む。 国家 は、完全 た る平 等及 び互恵
の原 則 の下 で、対外 貿易 を行 わせ る。」 か ら 「朝鮮 民 主主義 人民共和 国
において、対外 貿易 は、国家又 は社会 ・協 同団体が これ を営 む。国家 は、
完全 た る平等及 び互 恵 の原 則 の下 で、対外 貿易 を行 わせ る。」 に修 正 し
た。
この改正 で、対外貿 易 は、社 会 ・協 同団体 も独 自に営 み うる こと とな
った。事実 、過去 の経験 や対外貿易 の特殊性 に照 ら し、国家 のみ にこの
業 を営 な ませ て所期 の成 果 を期待 す るの は、 もはや困難 であ ろ う。 この
こ とか らす れば、この改正 は、誠 に時機 を得 た もの として評価 で きよう。
なお、 この改 正 は、「貿易祭 」(1997.1.)、 「貿易法」(1998 .3.)の 制 定
を後押 しす る形 で、対外貿易 の活性化 に拍車 をか ける基盤 ともな った。
(5)憲 法 にお け る特殊経済地帯 創設 の明文化
第37条 におい て は、 「国家 は、 わが国 の機 関 ・企 業所 団体 と他 国の法
人又 は個 人 との問 で、企業 の合営 又 は合作 を奨励 す る」 か ら 「国家 は、
わが 国の機 関 ・企業所 団体 と他 国の法人又 は個 人 との問で、企業 の合営
又 は合作 、特殊 経済地 帯で の様 々 な企業 の創 設及 び運営 を奨励 す る」 に
修 正す るこ とに よって、 「特 殊経 済地帯 での企業 の創設 及 び運 営」 が追
加 された。
北朝 鮮 は、 中国 の経 済特 区 に学 んで、す で に1990年 代 の始め 頃か ら、
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つ いて は、国家及 び協 同団体 のみが これ を所有す るこ とがで きる」 とな
って いたが、1998年 の憲法 において は、 「朝 鮮民 主主義 人民 共和 国 にお
い て、生産手段 につい ては、国家及 び社会協 同団体 が これ を所有す るこ
とが で きる」 となった。 この改 正 に よ り、生産手段 の所 有主体 は、「国
家 と協 同団体」か ら 「国家 と社 会 ・協 同団体」 に変 わ り、社会 団体 の活
動領域 が拡 大 され るこ ととなった。
また、国家所 有 の対 象 を減 ら した と見 られ る ところ もあ る。例 えば、
1992年 の改 正憲法 第21条 におい ては、 「国家所 有 は、全体 人民 の所有 で
あ る。 国家 の所有権 の対 象 には制 限が ない 。国家 の あ らゆる 自然富 源 、
重 要工場 及 び企業所 、交通運輸 及 び逓信 機 関につ いて は、 国家 のみが こ
れ を所有す る こ とがで きる。 国家 は、国家 の経済発展 において、主導 的
な役割 を担 う国家所有 を優 先的 に保 護 し且つ奨 励す る。」 となってい た
が 、1998年 の憲法 におい て は、 「国家所 有 は、全 体 人民 の所 有 で あ る。
国i家の所有権 の対 象 には制限 が ない。国家 の あ らゆる 自然富 源、鉄 道 、
航 空、運 輸、逓信 機 関及 び重 要工場 、企業 所 、港 湾 、銀行 につ いて は、
国家のみが これ を所 有す る ことが で きる。 国家 は、国家 の経 済発 展 にお
い て、主導 的 な役割 を担 う国所有 を優先 的 に保 護 し且つ 奨励 す る。」 と
なってい る。国家専属 の所有対 象で あった 「交通運輸機 関」 を 「鉄道 ・
航空運輸機 関」 に具体化 した。 これは、交通運輸機 関の 中で も、鉄 道 ・
航空機 関のみが 国家専属 で あ り、従 ってそ の他 の交通 機関 は、社 会 ・協
同団体 が これ を運営及 び所有 で きる とい う解釈が可能 となるので ある(6)。
同様 の ことは、第22条 において も見 られる。す なわ ち、1992年 の改正
憲法 にお いて は、 「協 同団体所 有 は、協 同経 理 に入 って い る勤労者 の集
団 的所有 であ る。土 地、使役 動物 、農 機械 、漁船 、建物 及 び 中小工場 、
企業所 は、協 同団体が所有 す るこ とが で きる。 国家 は、協 同団体所有 を
保護 す る」 となってい たが、1998年 の改正 憲法 にお いて は、 「協 同団体
所有 は、該 当団体 に入 ってい る勤労者 の集団的所有 であ る。土地 、農機
械 、船 、 中小 工場 、企業所 といった もの につ いて は、協 同団体 が所 有す
るこ とがで きる。国家 は、社会協 同団体 所有 を保護 す る」、 と変 わ った。
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あ る。勤 労者 の個 人所有 は、労働 に よる社 会主義分 配 と国家及 び社 会の
追加 的恩 恵か らなる。協 同農場員 の屋 敷畑経 理 をは じめ、住 民の個 人副
業経 理か ら出 る生産物 も個 人所有 に属 す る。 国家 は、勤労者 の個 人所有
を保護 す る と ともに、それ に対す る相続 権 も法 的 に保 障す る」 となって
いたが、1998年 の憲法 にお いて は、 「個人所 有 は、公民 の個人 的で且 つ
消費 的な 目的 のための所有 であ る。勤労者 の個人所有 は、労働 に よる社
会主義分配 と国家及 び社 会 の追加 的恩 恵 か らなる。屋敷畑経理 をは じめ、
住民 の個人副業 経理 か ら出 る生産物 及 び、 その他 合法 的経理活動 を通 じ
て得 た収入 まで も個 人所有 に属す る。国家 は、個 人所 有 を保護 す る とと
もに、そ れに対す る相 続権 も法 的 に保 障す る」 と改正 された。す なわち、
個 人所有 の主体 は 「勤労 者」 か ら 「公民」 に、個人所有 の対 象 は 「協 同
農場 員 の屋敷畑 経理 をは じめ、住 民の個 人副業 経理か ら出 る生産物」 か
ら 「屋 敷畑経理 をは じめ、個 人 の副業経 理 か ら出 る生産物及 び、そ の他
合法 的経 理活動 を通 じて得 た収入」 に修 正 され た。
この よ うに、個 人所 有 の主体 を従前 の 「勤 労者」 か ら 「公 民」 に拡 大
し、 また屋 敷畑 経理 の主体 も従 来の 「協 同農場員 」 を削 除す るこ とによ
って・個 人所有 の許容範 囲 は大幅 に拡大 された。それ と合 わせて、個人
副業 主体 につい て も、 「住民 」 を削 除す る こ とに よって、誰 で もで きる
ようになった。
また、所 有 の対 象 につ い て も、 「その他 合 法 的経 理活動 を通 じて得 た
収入」 を挿 入す る こ とに よって、そ の範 囲 を大幅 に拡大 した。 この よう
に、個 人所有 の範 囲 を拡大す る こ とに よって、 これ まで当局 の黙認 の下
で蔓延 していた住民 の闇市場 の利用 等 に よる私 的 な商取 引活動 が憲法 で
合法 的 に認 め られ る こと とな り、今 後の変化 の可 能性 に対す る選択 範 囲
もそれだけ拡大 した と言 え よう。
(3)生 産 手段 の所有主 体の変化
第20条 におい ては、生 産手段 の所有 主体 につい て規定 してい る。1992
年 の憲 法 におい て は、 「朝 鮮民 主主義 人民 共和 国 におい て、生産手段 に
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的 な力 によって、経済 を科 学的且つ合理 的 に管理 ・運営 す る社会主 義経
済 の管理形 態で あ る大安 の事 業体系④及 び農村経 理 を、企業 的方法 で指
導 す る農業指 導体系 に よって経 済 を指導 管理 す る」 に、「国家 は、経済
管 理 にお いて は、大安 の事 業体系 の要 求 に応 じて独 立採算 制 を実施 し、
且つ 、原価 ・価 格 ・収益性 とい った経 済的空 間 を正 しく利 用 しなけれ ば
な らない」 とい う文言 を付 け加 えた形 とな って いる。
この改 正 で、特 に 目立 つ のが 「独立 採算 制」 であ る。 「独 立採算 制 」
は、1960年 代 の初 め頃 か ら導入 した もの で、か な り独 自性 を有す る国営
企業 所 を して 国家所 有 の生 産手段 の管理 ・利 用 の0切 を任 せ る代 わ り
に、生産 実績 に対 しては 自 らそ の責任 を負 わせ る方式 であ る。1970年 代
の初 め頃か らは、中央 の国営企業所 に地方 の工場 を含 む工業部 門か ら農
業 ・流通部 門 に至 るまで拡大実施 となった。1998年 の改正憲法 に この文
言 を入 れる ことによって、個別単位 の 自律性 は よ り拡大 した とい えるが ・
その反面 、責任 はそれだ け強化 した もの と言 える。
また、 この原価 ・価格 ・収益 性 とい った市場経 済の概 念 の憲 法へ の取
り入 れ は、 中国の成功 的経 済改革 に大 き く刺激 され た とは言 え、何 しろ
北朝鮮 と して は、切 羽詰 った経 済の 回生 を図 った窮余 の策で ある と しか
言 い様 がない。差 し当た り、大 きな変化 は期待で きない として も、今 後
取 るべ き政策 の選択範 囲 を広 め る根拠 を与 えた とい う点 で、大 きな意義
があ る と言 え よう。 こ うした市場経済 の概 念 に関連 して制定 され た1997
年の 「価 格法」は、大変注 目に値 す る ものであ る。北朝鮮 当局 に よれば、
「そ の時 の政 策的要 求 と現実 的条件 に合 わせ 、国家 の発展 を刺激 し且 つ
人民 の生活 を押並べ て高め るため に、価 格 を定 め るこ とに対 す る価格制
定 の原則 とその手 続 き及 び方法 を規 制す る」 として、価格法 の制定理 由
を明 らかに してい る⑤。
(2)個 人所有 の許 容範囲の拡大
第24条 は、個人所有 の許容 範囲 に関す る規定 である。1992年 憲 法 にお
いて は、 「個 人所 有 は、勤 労者 の個 人的で且 つ消 費 目的の ため の所有 で
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す る」 こ とを歌 った第37条 であ る。 この条 項 は、対外 的 な経 済開放 を通
じて外 国資本 と先進技術 を受 け入れ、 それ によって経済危機 を打 開 しよ
うとす る北朝鮮 の意志 を表 した ものであ り、90年 代 の初 めにみ られ た経
済開放関連法 の制定 にあ ってそ の根拠 となる もので もあ る。 また同条項
は・1978年 以 降か ら始 まった 中国 の経 済開放 政策が もた らした成功例 に
対 し・憲 法で もって これ を認 め且つ実践 しよ うと した ものであ る。 もう
一つ は
・ 第16条 に、「自国領域 内 にい る他 国民 の合法 的権利 と利益 を保
障す る」 とい うこ とを規定 す る ことに よって、外 国人の安定 的経 済活動
を保 障 しよう とした。北朝鮮 は、 この二 つの経済 開放 関連 の根拠 条項 を
もって経 済 を開放 し、孤 立 でかつ危機的 な経 済状況 か ら脱 しようと した
のであ る。
しか し、金正 日に よる一 人独裁 に基 づ く社会主義 政治体制 を損 なわな
い範 囲内 での制 限的且つ 防御 的 開放 では、 自ず か ら限界 が あ り、従 って
そ れは当然 の如 く、外 国投 資家 の関心 を引 き寄せ る十分 な もので はない。
悪化 しつつあ る北朝鮮経 済 に対 す る危 機意識 は、1998年 の憲 法改正 にお
いて よ り鮮 明に示 め され ている。
2。1998年 憲 法の経済改革 ・開放 条項
現行 の憲法 で ある1998年 の新 しい憲 法 は(3)、1994年 の金 日成死亡 後 の
過 渡期 を経験 す る中で、権力 構造 の大幅 な改編 を行 い 、ち ょうど金正 日
体制 に合 わせ た もの とな っている。金正 日は、憲法上 の機 関 と して は国
防委員 長の ポス トにのみ就 いてい るが、労働党 総秘書 、軍 の総司令官 な
ど・実 質的 な権 力者 として、 また金 日成 の後継 者 と しての首領 の地位 に
あ る。 同改正憲 法 においては、権力構造 の大幅 な改編 とともに、大 き く
変化 した ところは経 済関連条項 で ある。以 下、変化 した経 済関連条項 の
主 な もの を考察 してみ よう。
(1)独 立採算制 の実施 及び原価 ・価格 ・収 益性概念 の導 入
第33条 には、従前 の1992年 憲 法第33条 の 「国家 は、生 産者 大衆の集体
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外 経済部 門 に関す る限 り、何 よ りも優先 的 に信頼性 の高 い法 制の整備 が
求 め られ よう。つ ま り、信頼性 の高 い法 制整備 な くして外 国 人投資 は期
待 で きない ので ある。
本稿 は、 こ うした観点 に着 目 し、 これ まで講 じて きた北朝 鮮 の対外経
済 開放 に関す る一連 の法 的装 置、及 びその制度的根拠 につい て考察 した
もので ある。従 って、北朝鮮 の法制 の変化 の中か ら対外 経済 開放 政策 の
プロセス を探 ろ うとす る この試 み は、 これ まで取 って きた対外 経済 開放
政策 に対 す る一応 の評価作 業で ある とい って よい。 こう した見地 か ら見
た場合 に、本稿 は単 なる北朝鮮 の対外経 済 開放政 策研 究へ の些細 な資料
以外 に何 もので もない と評 されて も仕方が あ るまい。 なお、誠 に残念 な
ことであ るが、資料 の制約 か ら幅広 い検討 ない し議論が で きなか った こ
とを断 ってお く。
皿.北 朝鮮憲法の経済関連条項の改正
北 朝鮮 は、変化 す る対 内外 的環境 に対応 す る ため、1992年 と1998年 、
2回 にわたって憲法 の大幅 な改正 を行 った。 その主 な目的 は、金 正 日時
代 に適合 した憲法上の権力構造 の改 編 にあ った と思 われるが・合 わせ て
危機 的経 済状 況 を打 開す るための経済 関連 条項 も改正 され た。特 に、対
外経 済 開放 につ いての改 正 は、新 しい方 向へ の経 済活動 の変化 を公 式的
に宣言 し、且 つ推進す る とい う強力 なメ ッセー ジであ る と も言 え よう。
以 下 、そ の方 向つ け とな る改 正 憲法 の 主 な ところ を見 て み る こ とにす
る。
1.1992年 憲法の経済開放関連条項
北 朝鮮最初 の経 済 開放措 置 と言 えるの は、 「合 営法 」 であ る。 この法
律 は、1984年 に制定 されたが、憲法上 の根 拠付 け となったのは1992年 の
改正憲 法(2)におい てであ った。1992年 の憲 法 において新 た に設 け られた
経 済開放 関連条項 は、 二つで あ る。 その一 つ は、「国家 は・ わが 国の機






1.は じ め に
自力 更生 の原 則 の下 で、 閉鎖 的経 済政策 を取 って きた北 朝鮮(1)の対外
貿易 は・少 な くとも20世 紀 の80年 代 の末 までは、 ほ とん ど全 てが社 会主
義諸 国 との問で互 恵的 に行 わ れていた。 しか し、それ以降、 旧 ソビエ ト
連邦 の解体 や東欧社 会主義 諸国の崩壊及 び変 革、 中国の市場経 済体制へ
の移行 等 によって、 これ らの国家 間 には、 もはや過去 の ような互恵貿易
は続 け られな くなった・そ うなる と、北朝 鮮 を支 えて きた社会 主義計 画
経 済体 制 に深刻 な矛盾 を もた らす と共 に、北朝鮮経 済 はます ます危機 的
状 況 に追 い込 まれ るこ ととな った。
こ うした危機 的状況 を打 開す るため には、 どう して も外資誘致 を狙 う
対外 経済 開放 政策 を取 らざる を得 な くな った。そ こで、北朝鮮 当局 は、
憲法 をは じめ とす る一連 の対 外経 済 開放 関連 法 を次 々 と整 備 して行 っ
た。 その最初 の ものであ る1984年 の 「合営法」 を始 め と して
、憲法の改
正 、外 国人投 資法 制の整備 、そ して最近 の 「新 義州特 別行 政区基本 法」
に至 る まで、 かな り活発 な法制 の整備 を行 っている。 こ うした一連 の措
置 は、北朝鮮 の経済建 て直 しに対 す る強 い意欲 の あ らわれであ り、 そ う
い う点 で は一応 評価 して よいだ ろ う。 それ に も拘 らず、北朝 鮮経 済 は、
い まだ に以前 とほ とん ど変 わ らぬ状 況が続 い てい る
。 こ う した状況 を、
如何 に理解 した ら良いの であろ うか。法律 をは じめ 、政 治、社 会、文化
等 々、様 々 な角度 か らの総合 的 な分析 な くして は、恐 ら くこう した疑 問
につい ての明快 な答 えは見つ かる まい。 しか し、事 実的問題 と して、対
